
平成 27年 10月 13日 

神奈川県地域福祉課作成 

成年後見制度推進に係る神奈川県の取組みについて 

 

１ 本県における成年後見制度利用状況の推移 

  2000（平成 12）年４月の成年後見制度導入以降、成年後見制度の利用状況

は増加傾向にあり、そのほとんどが法定後見によるものとなっている。 

  また、身寄りがない、身内から虐待を受けている、親族が協力しない等の

理由により申立てをする人がいない方の保護を図る制度である「市町村長申

立」についても増加しており、法定後見件数に占める割合も、2014（平成 26）

年は約 15％となっている。参考資料１ 

 

２ 課題（利用しやすい成年後見のしくみづくり） 

成年後見制度の利用促進を図るため、制度の普及啓発に取り組むとともに、

親族がいない・親族の協力が得られない等の場合に対応するため、親族後見

人以外の第三者後見人の確保が重要となることから、法人後見の立ち上げ支

援や市民後見人の養成等に取り組む必要がある。 

 

３ 市民後見人の養成等について(「市民後見人あり方検討会」における検討) 

 かながわ成年後見推進センター（神奈川県社会福祉協議会）に委託し、成

年後見に関する活動経験又は学識経験を有する者や市町村職員、市町村社会

福祉協議会職員を構成員とした検討会を設置し、神奈川県における市民後見

人の養成等について検討を行った。参考資料２ 

（１）設置時期 

平成 24年５月 30日～平成 26年３月 31日 

（２）検討結果の概要 

市民後見人として家庭裁判所から選任を受け、活動していくためには、

管理・監督体制と十分な支援体制の構築が不可欠であることから、本県で

は市民後見人養成研修修了者が法人後見を実施している市町村社会福祉協

議会の後見サポーターとして活動し、十分な経験等を経て、個人受任でき

る体制を整備していくこととした。 
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４ 平成 27年度の取組み 

（１）市民後見人の養成 

事業名 事業内容 

かながわ成年後見センター事業 

[予算額] 22,504千円 

（一般財源 21,445千円、国庫補助金

1,059千円） 

※神奈川県社会福祉協議会(受託) 

市民後見人養成講座の座学部分を市町村と連携し実施 

・市民後見人養成講座（基礎研修）の実施  

2会場 

  ※実践研修は市町村が実施 

市民後見推進事業費補助 

[予算額] 32,699千円 

（地域医療介護総合確保基金を活用） 

 

市町村が行う市民後見人の養成や活動支援に対する補

助 

[補助対象市町村] 11市 

[補助基準額・補助対象事業]  

メニュー方式 区分ごとに上限を設定し、補助率

10分の 10としている。 

 ①市民後見人養成のための研修の実施 

  ア 市民後見人養成研修（実践研修）656千円 

  イ 資質向上研修  1回当たり 425千円（２回

まで） 

 ②市民後見人活動推進のための組織体制の構築  

 883千円 

 ③市民後見人の適正な活動のための支援 

    3,802千円 

 

（２）法人後見の立上げ支援 

事業名 事業内容 

かながわ成年後見センター事業 

※再掲 

[予算額] 22,504千円 

（一般財源 21,445千円、国庫補助金

1,059千円） 

※神奈川県社会福祉協議会(受託) 

市町村社会福祉協議会の法人後見の立上げや担当者の

質の向上のための支援 

・法人後見立上げ支援（市町村社協） 

・市町村社協法人後見受任団体連絡会（年２回） 

・法人後見担当者研修（市町村社協）４日間 

・NPO法人後見受任団体連絡会（年２回） 

成年後見人材育成事業 

[予算額]  2,336千円 

（地域医療介護総合確保基金を活用） 

※神奈川県社会福祉協議会(受託) 

NPO法人等の法人後見担当者等の質の向上支援 

・担当者研修 

・困難事例検討会 

・地域意見交換会 

 

  



（３）成年後見制度の利用促進 

事業名 事業内容 

かながわ成年後見センター事業 

※再掲 

[予算額] 22,504千円 

（一般財源 21,445千円、国庫補助金

1,059千円） 

※神奈川県社会福祉協議会(受託) 

県内の成年後見制度の利用を支援する拠点として設置 

[職員配置] 常勤２名、非常勤１名（社会福祉士又

は精神保健福祉士を配置） 

[主な業務] 

・相談窓口の設置 

・出張相談・相談会 

・市町村困難事例検討会 

・関係機関連絡会（年２回、家庭裁判所と弁護士・

司法書士・行政書士・社会福祉士・税理士関係団

体） 

家庭裁判所との連絡協議会 

[予算額]  ０円 

 

市町村長申立ての手続きでの確認事項、市民後見人や

法人後見に関すること等の協議や報告（年３回） 

 [構成員] 

家庭裁判所、県社会福祉協議会、関係市町村、関係

市町村社会福祉協議会、県 

成年後見制度セミナー 

[予算額] 163千円 

（県単） 

市町村長申立てを円滑にできるよう、市町村担当者向

け研修の実施（年２回） 

 [講師] 弁護士、家庭裁判所書記官、市町村職員等 

 

【参考】 

○神奈川県における高齢者の状況 
 

（単位：千人） 

区 分 
昭和 

50年度 

平成 

７年度 

平成 

22年度 

平成 

27年度 

平成 

52年度 

総人口 6,398  8,246  9,048  9,148  8,343  

65歳以上 337  908  1,820  2,203  2,919  

15～64歳 4,425  6,098  5,989  5,796  4,607  

０～14歳 1,632  1,232  1,188  1,149  817  

 

○神奈川県における知的障害者の状況(H26.3.31現在)  （単位：人） 

地 域 総 数 
18歳以上 

(65歳以上内数） 
18歳未満 

政令市 39,546  23,492  16,054  

中核市 2,803  2,119  684  
政令市・中核市を

除く県計 
18,023  11,915  6,108  

県 計 60,372  37,526  22,846  

 



参考資料１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成年後見制度既済事件数の推移 

市町村長申立件数の推移 

 

注１ 横浜家庭裁判所調べ。（暦年集計。）  

２ 法定後見（後見開始等、保佐開始等及び補助開始等）には取消事件等を含む。  
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